
 

 

 

 

令和６年度 

青森市補正予算案の概要 
 

（ １ 月 補 正 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ７ 年 1 月 

企 画 部 財 政 課 

      



会計 001 一般会計

 （歳      入）  （歳      出）

補正前予算額 補   正   額 計 補正前予算額 補   正   額 計

国・県支出金 市債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 市 税 33,563,211 0 33,563,211 1 議 会 費 611,269 0 611,269 0 0 0 0

2 地 方 譲 与 税 966,792 0 966,792 2 総 務 費 14,068,556 430,031 14,498,587 0 0 0 430,031

3 利 子 割 交 付 金 17,310 0 17,310 3 民 生 費 62,095,687 820,547 62,916,234 798,667 0 0 21,880

4 配 当 割 交 付 金 83,889 0 83,889 4 衛 生 費 10,030,048 44,942 10,074,990 44,942 0 0 0

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 83,888 0 83,888 5 労 働 費 32,198 0 32,198 0 0 0 0

6 法 人 事 業 税 交 付 金 506,739 0 506,739 6 農林水産業費 1,610,638 22,606 1,633,244 22,606 0 0 0

7 地 方 消 費 税 交 付 金 6,935,901 0 6,935,901 7 商 工 費 2,086,622 0 2,086,622 0 0 0 0

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 20,505 0 20,505 8 土 木 費 12,095,010 3,004,818 15,099,828 0 0 0 3,004,818

9 環 境 性 能 割 交 付 金 79,888 0 79,888 9 消 防 費 4,142,390 0 4,142,390 0 0 0 0

10 国有提供施設等所在市助成交付金 3,080 0 3,080 10 教 育 費 11,568,416 0 11,568,416 0 0 0 0

11 地 方 特 例 交 付 金 1,388,966 0 1,388,966 11 災 害 復 旧 費 1 0 1 0 0 0 0

12 地 方 交 付 税 28,505,822 1,137,763 29,643,585 12 公 債 費 15,639,229 0 15,639,229 0 0 0 0

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 33,966 0 33,966 13 諸 支 出 金 1,111,076 0 1,111,076 0 0 0 0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 479,036 0 479,036 14 予 備 費 150,000 0 150,000 0 0 0 0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,514,917 0 1,514,917

16 国 庫 支 出 金 31,251,351 787,715 32,039,066

17 県 支 出 金 9,862,545 78,500 9,941,045

18 財 産 収 入 299,266 0 299,266

19 寄 附 金 1,313,822 0 1,313,822

20 繰 入 金 6,763,659 2,318,966 9,082,625

21 繰 越 金 1 0 1

22 諸 収 入 4,102,485 0 4,102,485

23 市 債 7,464,101 0 7,464,101

歳 入 合 計 135,241,140 4,322,944 139,564,084 歳 出 合 計 135,241,140 4,322,944 139,564,084 866,215 0 0 3,456,729

令和6年度 1月補正
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歳入歳出補正予算事項別明細書

款

補    正    額    の    財    源    内    訳
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補正予算の内訳  

 

（単位:千円） 

 

Ⅰ 令和６年度青森市一般会計補正予算（第７号） 

 

補 正 前 予 算 額   １３５，２４１，１４０ 

  今 回 補 正 額    ４，３２２，９４４  

      計   １３９，５６４，０８４ 

 

◇  補 正 の 主 な る も の  ◇ 

 

１ 歳  出 [款・項・目] 

 ○ 除排雪対策事業   ３，００４，８１８（３，２０２，８１４⇒６，２０７，６３２） 
   [8・2・2] 

   １２月下旬及び１月上旬の集中的な降雪への対応及び今後の降雪量見込みに基づき、過去最

大の除排雪経費を措置（令和３年度予算：５９．２億円） 

 

 国の補正予算関連事業  

 ○ 均等割のみ課税世帯支援給付金給付事業 [3・1・1]           ２１１，０７９ 

    物価高が継続する中、特に家計への影響が大きい住民税均等割のみ課税世帯に対し、１世

帯当たり３万円を給付するために要する経費 

    ◆対 象 者：令和６年度住民税均等割のみ課税世帯（均等割課税者のみ又は均等割課税者

及び非課税者のみの世帯） 

    ◆給 付 額：１世帯当たり３万円（対象見込数 約６，５００世帯） 

    ◆申請手続：原則申請不要（プッシュ型）※世帯主本人以外の方の代理受給や本市から初

めて給付金を受給する場合等は申請が必要となります。 

    ◆給付時期：初回支給は令和７年３月上旬を予定。その後は順次支給。 

 

 ○ 均等割のみ課税世帯支援給付金（こども加算）給付事業 [3・2・2]     ３５，６５３ 

    均等割のみ課税世帯支援給付金の加算として、当該給付対象者（世帯主）の世帯員である

１８歳以下の児童１人当たり２万円を給付するために要する経費 

    ◆対 象 者：住民税均等割のみ課税世帯給付金の給付対象者（世帯主） 

    ◆給 付 額：児童１人当たり２万円を加算（対象見込数 約１，１００人） 

    ◆申請手続：原則申請不要（プッシュ型） 

    ◆給付時期：初回支給は令和７年３月上旬を予定。その後は順次支給。 

 

補正額             補正前            補正後 
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 ○ ひとり親世帯支援給付金給付事業 [3・2・2]               ５４，８７７ 

    物価高が継続する中、特に家計への影響が大きい低所得のひとり親世帯に対し、１８歳以

下の児童１人当たり３万円を給付するために要する経費 

    ◆対 象 者：児童扶養手当を受給している方（物価高騰支援給付金及び均等割のみ課税世

帯支援給付金の対象者を除く） 

    ◆給 付 額：児童１人当たり３万円（対象見込数 約１，５００人） 

    ◆申請手続：申請不要（プッシュ型） 

    ◆給付時期：初回支給は令和７年３月上旬を予定。その後は順次支給。 

 

 ○ 福祉灯油購入費助成事業 [3・1・1]                  ５１７，７７５ 

    特に物価高の影響を受ける住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に対し、灯油

購入の助成として 1世帯当たり 1 万円を給付するために要する経費 

    ◆対 象 者：令和６年度住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯 

    ◆給 付 額：１世帯当たり１万円（対象見込数 約４９，５００世帯） 

    ◆申請手続：原則申請不要（プッシュ型） 

    ◆給付時期：非課税世帯への初回支給は令和７年２月下旬を予定しており、均等割のみ課

税世帯への初回支給は令和７年３月上旬を予定。その後は順次支給。 

 

 ○ 子ども食堂等物価高騰対策支援事業 [3・2・1]               １，１６３ 

    食材費や運搬費その他物価が高騰する中、子ども食堂等を運営する団体が取組を継続でき

るようにするため、当該団体への支援金の支給に要する経費 

    ◆対 象 者：市内で子ども食堂等を運営している団体等（対象見込数 ２３事業者） 

    ◆助 成 額：１団体当たり５万円 

    ◆申請手続：2月中旬から 3 月下旬に申請受付 

    ◆給付時期：随時支給 

 

 ○ 地球温暖化対策実行計画推進事業 [4・1・3]               ４４，９４２ 

    エネルギー消費性能の優れた省エネ家電等への買い換えや自家消費型太陽光発電設備・蓄

電池の導入等に対し、助成金を支給するために要する経費 

    ◆助成対象：①省エネ家電等（エアコン、電気冷蔵庫、給湯器） 

②家庭用太陽光発電設備 

③家庭用蓄電池 

④家庭用ＥＶ車両等充電設備 

    ◆助 成 額：①対象家電等の購入費の４分の１（上限３万円） 

②対象設備の導入経費に対し、１kw 当たり７万円（上限３５万円） 

③対象設備の導入経費の３分の１（上限４０万円） 

④対象設備の導入経費の４分の１（上限５万円） 

 



 

 - 4 - 

 

 ○ ホタテガイ生産力強化支援事業 [6・3・2]                ２２，６０６ 

    令和６年の陸奥湾のホタテガイへい死による被害の影響を受けた漁業者等に対する緊

急支援に要する経費 

   ①ホタテガイ母貝確保対策事業             １６，２５６ 

     自然繁殖を促す地まき放流用として、半成貝（令和６年産貝）を購入する経費を支援 

     ◆対  象：青森市漁業協同組合及び後潟漁業協同組合 

     ◆対象経費：地まき放流用のホタテガイ購入金額 

     ◆補 助 率：１０分の１０（購入単価３２０円/kg） 

   ②漁業活動継続支援事業                 ６，３５０ 

     漁業者に対する生産資材等への支援に要する経費 

     ◆対 象 者：ホタテガイ養殖漁業者（１２７者） 

     ◆助 成 額：経営活動に必要な経費（燃料費、資材等）として５万円 

 

 

２ 歳  入 

 ○ 地方交付税                          １，１３７，７６３ 

    普通交付税                   １，１３７，７６３ 

 ○ 国庫支出金                            ７８７，７１５ 

    物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金       ７８７，７１５ 

 ○ 県支出金                              ７８，５００ 

    生活困窮者に対する灯油購入費助成事業費補助金     ７８，５００ 

 ○ 繰入金                            ２，３１８，９６６ 

    青森市財政調整積立金繰入金           ２，３１８，９６６ 

 

３ 繰越明許費の設定 ５件 

   国の補正予算関連事業に係る翌年度への繰越分の設定 


